
１．継続事業の前提に関する注記

　該当事項はない。

２．重要な会計方針

　(1)　有価証券の評価基準及び評価方法

　　１　満期保有目的の債券･････償却原価法（定額法）によっている。

　　その他の有価証券････････期末日の市場価格等に基づく時価法によっている。

　(2)　固定資産の減価償却の方法

　　固定資産の減価償却は、定額法によっている。

　(3)　引当金の計上基準

　　退職給付引当金････期末退職給与の要支給額に相当する金額を計上している。

　(4)　消費税等の会計処理

　　消費税の会計処理については、税込み方式によっている。

３．会計方針の変更

　公益法人制度改正に伴う移行のため、公益法人会計基準（平成20年基準）を適用している。

４．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　基本財産及び特定資産の増減及びその残高は、次のとおりである。

５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

（単位：円）

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

　基本財産

　　　定期預金 1,212,915 0 0 1,212,915

　　　普通預金 0 625,776,835 0 625,776,835

　　　投資有価証券 4,031,028,170 0 459,298,020 3,571,730,150

小　　　　計 4,032,241,085 625,776,835 459,298,020 4,198,719,900

　特定資産

　　　退職給付積立資産 17,937,530 917,280 0 18,854,810

　　　育成助長事業積立資産 89,607,000 5,310,342 0 94,917,342

（単位：円）

科　　　目 当期末残高
（うち指定正味財産
からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

（うち負債に対応する
額）

小　　　　計 107,544,530 6,227,622 0 113,772,152

合　　　　計 4,139,785,615 632,004,457 459,298,020 4,312,492,052

　基本財産 　 　

　　　定期預金 1,212,915 1,212,915

　　　普通預金 625,776,835 625,776,835

　　　投資有価証券 3,571,730,150 3,571,730,150

小　　　　計 4,198,719,900 4,198,719,900

　特定資産 　 　 　

　　　退職給付積立資産 18,854,810 　 　 18,854,810

　　　育成助長事業積立資産 94,917,342 94,917,342

小　　　　計 113,772,152 0 94,917,342 18,854,810

合　　　　計 4,312,492,052 4,198,719,900 94,917,342 18,854,810



６．担保に供している資産

　期末現在、担保としている資産はない。

７．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

８．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

　債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、次のとおりである。

９．保証債務

　期末現在、保証債務はない。

10．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

11．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　期末現在、補助金等はない。

合　　　　計 16,387,979 144,391,485 1,996,494

（単位：円）

科　　　目 取得価格 減価償却累計額 当期末残高

什器備品 16,387,979 144,391,485 1,996,494

　

合　　　　計 49,247,664 　

（単位：円）

科　　　目 債権金額 貸倒引当金の当期末残高 債権の当期末残高

未収金 49,247,664 0 49,247,664

宮崎県平成17年度第1号公債 200,000,000 211,400,000 11,400,000

大阪市公募公債平成18年度第2回 189,810,000 201,343,000 11,533,000

49,247,664

（単位：円）

種類及び銘柄 取得価格 時　　価 評価損益

18-5兵庫県公募公債 150,000,000 158,955,000 8,955,000

東京電力株式会社第518回社債 100,000,000 96,760,000 △ 3,240,000

大阪府公募公債291回 111,888,000 118,652,800 6,764,800

兵庫県平成18年度第8回公募公債 199,900,000 213,180,000 13,280,000

利府国債（40年） 39,111,320 43,501,350 4,390,030

静岡県第6回30年公募公債 500,000,000 543,050,000 43,050,000

北陸電力株式会社第248回社債 20,000,000 22,178,000 2,178,000

第323回東京交通債券 100,000,000 111,130,000 11,130,000

愛知県公募公債平成24年度第12回（30年） 200,000,000 219,680,000 19,680,000

6静岡県30年 1,000,000,000 1,086,100,000 86,100,000

愛知県平成24年度第12回公募公債（30年） 200,000,000 218,380,000 18,380,000

福岡県平成24年度第1回30年公募公債 100,000,000 109,140,000 9,140,000

合　　　　計 3,310,709,320 3,571,730,150 261,020,830

24-1福岡県30年 200,000,000 218,280,000 18,280,000



12．基金及び代替基金の増減額及びその残高

　期末現在、基金及び代替基金の増減額及びその残高はない。

13．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　期末現在、指定正味財産から一般正味財産への振替はない。

14．関連当事者との取引の内容

　期末現在、関連当事者との取引はない。

15．重要な後発事象

　　期末現在、重要な後発事象はない。　期末現在、重要な後発事象はない。

16．その他


